
個人住民税に係る定額減税について



令和６年度における個人住民税に係る定額減税概要

【対象者の範囲】

・令和６年度の個人住民税（所得割）を納めていただく方のうち、

合計所得金額が１，８０５万円以下（給与収入２，０００万円以下に相当）の方が

対象です。

※住民税は内訳が所得割額と均等割額に分かれており、そのうちの所得割額が課税されている方が対象です。

【減税額】

・本人および控除対象配偶者を含めた扶養親族 １人につき１万円

・全ての控除を行った後の所得割額から減税を行います。

⇒ 寄附金税額控除や住宅ローン控除等の税額控除後の税額から減税します。

※均等割額からの定額減税は行いません。



〇定額減税の対象か否かに関わらず例年と同じ時期に特別徴収税額の決定・変更通知書を送付
します。

特別徴収税額の決定・変更通知書について

特別徴収税額の決定・変更通知書の送付の時期

特別徴収税額の決定・変更通知書への記載内容

〇記載される税額については、定額減税「後」の実際に納付していただく税額を記載します。

〇また、納税義務者用については、摘要欄に定額減税額及び定額減税未済額を記載します。
なお、特別徴収義務者用については、定額減税に係る追加の記載は行いません。



令和７年度における個人住民税に係る定額減税について

【対象者の範囲】

・令和７年度の個人住民税（所得割）を納めていただく方のうち、

合計所得金額が１，０００万円超１，８０５万円以下（給与収入２，０００万円以下に相当）で、

控除対象配偶者以外の同一生計配偶者を有している方が対象です。

※控除対象配偶者以外の同一生計配偶者とは、合計所得金額が４８万円以下であり他者の扶養ではない配偶者

のこと。

【減税額】

・一律１万円

・全ての控除を行った後の所得割額から減税を行います。

⇒ 寄附金税額控除や住宅ローン控除等の税額控除後の税額から減税します。

※均等割額からの定額減税は行いません。



令和７年度における個人住民税に係る定額減税について

【徴収方法】

・令和６年度のような特別な徴収方法は行わず、減税後の税額について令和５年度以前と同様の方

法で、各月・期に按分し徴収を行います。

徴収方法のイメージ
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令和６年分給与支払報告書等の記載方法

給与支払報告書、公的年金等支払報告書の摘要欄

<記載事項>
(1)主たる給与等の支払者が令和６年６月１日以後に年末
調整後、作成する源泉徴収票の摘要欄に記載
①所得税の定額減税控除済額（源泉徴収時所得税減税控除
済額）、控除しきれなかった額（控除外額）
②合計所得金額が1,000万円超である居住者の同一生計配
偶者（「非控除対象配偶者」）分の特別控除を実施した
場合にその旨

（記載例）
①源泉徴収時所得税減税控除済額●●円、控除外額●●円
②非控除対象配偶者減税有

※令和６年６月１日以後の退職・国外転出・死亡等により
交付する源泉徴収票等においても同様。


	既定のセクション
	スライド 1: 　個人住民税に係る定額減税について
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6


